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　地域主義という用語が登場してから，すでに多
くの年月が経過している。このグローバリズムに
対するリージョナリズムの概念は，すくなくとも
地域的にまとまること，地域外の主体に対すると
きとは異なったルールをもってその地域の経済主
体の経済活動を律していくこと，この二つのこと
が地域主義という用語によって示されている。
　地域内の経済活動については，それがあい異な
った国民経済にまたがるときに特別のルールを摘
要する。これまでヨーロッパ共同体や北アメリカ
自由貿易協定にみられたように，地域内の経済行
動については自由取引主義の原則のもとにおかれ
る。これまでの取引制約的な措置はすべてなくし
ていくことになる。
　当然，地域外の経済主体に対してはその原則は
摘要されなくなる。こうして，地域主義にもとつ
く地域経済圏は，欲するかどうかとはまったくか
かわりなく，ある種の排他性とでもいうべきもの
をそこに内包することになる。あるいは地域の内
と外では差別された取り扱いをうけることにな
る。これはしばしば自由差別の原則にはんするも
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のとみなされる。
　グローバリズムは，しばしばいわれるように，
この自由差別の原則と一体となっている。そのこ
とから，地域主義はグローバリズムに対立するコ
ンセプトとなる。したがって，この対立を解消す
るのは，地域経済圏が，域外における取引ルール
の現実から一歩先んじて，その地域のなかにおい
て自由無差別の原則を摘要する場合である。
　上にあげた北アメリカの自由貿易経済圏にして
も，ヨーロッパ共同体における共同市場にしても，
そのような形になっている。それによって，それ
らの地域経済圏が排他的なものではないことがは
っきりと示されるのである。それにもかかわらず，
この二つの地域経済圏については概念が消えてい
ない。
　この環日本海経済圏というのは，これまで述べ
てきたような意味での経済圏ではない。このこと
をはっきりとさせておくことが必要である。まず
なによりも，この地域経済圏はまだ構想の段階に
あるものであって，すでにその形成が実現してい
るものとは異なっている。
　まだ，その経済圏構想は関連する国の中央政府
が共通の目的をもって行動したことでできあがっ
たものではない。現実にこの構想に関心を示し，
それに関与しようとしているのは，日本の場合に
は明らかに地方自治体であって中央の日本政府で
はない。ロシアや中国その他についても同様のよ
うである。
　そのことは，これに関与しようとするそれぞれ
の地域はそれ自身の経済発展のために，その環日
本海経済圏を重視する。そのためもあって，とも
かく計画をめぐる論議は活発である。以下におい
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ては，こうしたことを念頭におきながら，日本の
地方都市とこの経済圏のかかわりあいを考察する
ことにしたい。
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　この環日本海経済圏は目下のところ日本では日
本海側の諸都市において大きい関心をあつめてい
る。市がとくに力をいれている。県レベルになる
と，より多くの問題をかかえているために，かな
らずしも環日本海経済圏問題にそれほどエネルギ
ーをそそいでいるとはいえない。日本の場合，南
は北九州市や福岡市から，日本海側を北上すると
き，米子市や富山市や金沢市や新潟市や酒田市，
そして青森市や函館市，そして小樽市や札幌市な
ど数多くの市がこの問題に関心をもっている。し
かし，太平洋側となると，環日本海経済圏に関心
をもつ都市はほとんどなくなってしまう。
　しかし，日本経済全体を見渡すとき，日本の経
済力その生産力と資本力は圧倒的に太平洋側に集
中している。太平洋ベルト地帯とよばれる長い海
岸線に，その経済能力ははりついている。東京地
域から中部地域，そして近畿地域から瀬戸内海周
辺をとおって北九州地域へとつながっている地帯
は日本の経済力の大部分が位置しているのであ
る。
　かつて別名として「表日本」とよばれるこのベ
ルト地帯に対して，日本海側は「裏日本」とよば
れるかつての別名をもっている。この別名の示す
とおりに日本海側は経済力の集中的な配置もな
く，ときには静かな自然の風景にめぐまれる。し
かし，現在この日本海側のいくつかの都市がおし
進めようとしているのは，この地帯の経済的発展
である。活力に導きだして，雇用をたかめること
である。
　日本の貿易は圧倒的にアメリカやヨーロッパや
韓国から南に位置する東アジアである。とくに，
かつては貧しいといわれた東南アジアとの貿易も
大きく膨れあがったし，中国との貿易も拡大して
いる。しかも，それらの貿易の担い手は日本海側
でもある，という，ともに兼ねている地域は，関
門海峡をはさんだ地域である。そして，この地域
の東アジアとの貿易は韓国，台湾，中国などであ
る。中国といっても北東部ではない。北朝鮮や極
東ロシアやモンゴールなど，いずれもその比率は
極端に小さくなってしまう。
　環日本海経済圏の形成に積極的な姿勢を示して
いる中国の場合，その北東部がこれに関係してく
るのであるが，中国全体の経済の流れの上では北
東部は遅れた領域となっている。広東省の香港と
の隣接部ではじまった経済発展のうねりは，しだ
いに海岸ぞいに北上してきている。じんせんが香
港の資本進出と香港からの下請的生産活動によっ
て急速に発展することになった。それにつづいて
（あるいは，平行して），台湾と海をへだてた福建
省との間の経済交流が進み，活発となっていった。
　いずれも経済特別区として，資本主義的な経済
活動の枠をつくり，外国資本の進出への優遇措置
をいろいろと実施してきた。まもなく，上海はき
わめて活動的な企業家を生みだし，ひきつけ，発
展の軌道を急ピッチで進み，つづいて大連は上海
とともに外国企業の進出によって発展の著しい地
域となりつつある。韓国や日本からの資本が大き
い役割は発揮していることはいうまでもない。
　さらにまた，市揚経済化による経済発展の波に
おおわれるのは時間の問題である，といってよい
であろう。そんななかにあって，北東部はかなり
出足がおくれている。かつては「満州」とよばれ
たことのあるこの地域には，重工業が確立された
時期があった。
　しかし，現在では生産設備は古くなり，新技術
を体現した新しい生産設備と更新されてなくては
ならない状況のもとにある。現在その設備の更新
が進んでいるとはいっても，まだはじまったばか
りである，といってよい。中国の発展のためのエ
ネルギーと能力と資本とは，いまも南の沿岸部か
ら内陸部への過程のなかに投じられている。そし
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て中国は外国資本の受入れを活発にやってはいる
が，外国資本の相当の割合いは，上に述べた領域
へむかっており，北東部の三つの省までゆきわた
ってはいない。
　それだけに環日本海経済圏の構想については，
日本の役割にたいする期待によって，それは充分
すぎるほどに大きくふくらませられている。それ
が実情である。
　たとえば，中国側はつぎのように考えている。
すなわち，北東アジア経済圏を形成するにあたっ
ては，この地域の唯一の先進国である日本は非常
に重要な役割をもっている。それはこの地域の経
済発展に大いに貢献することができるばかりでな
く，そのことが大いに期待されている，というの
である。
　その期待はたんに経済の領域だけにとどまらな
い。この地域における安全保障の問題についても，
日本はそれに充分に貢献することが期待されてい
る。たしかにこの安全保障の問題は地域の経済発
展と密接な関係がある。しかしながら，環日本海
経済圏の形成に直接にかかわる問題であるとはい
えないように思われる。それでも，中国政府の視
点からすれば，この問題は環日本海経済圏を考え
るときに欠くことのできないものとされている。
そういうよりは，環日本海経済圏の問題そのもの
が，中国の国際戦略の一環という視点でとらえら
れている，ということなのであろう。
　中国はその国が進むべき方向として開放路線を
とってきた。南は海南島から北は大連にいたる沿
海地域の経済発展戦略をスタートさせてから，10
年以上の年月がすでにたっている。この沿海地域
の総面積はほとんど32万平方キロメートルとい
われ，そこにおける人口は2億人をこえるにいた
っているという。その上，沿岸の開放地域に加え，
中国の国境周辺の開放地域も拡大し，社会主義的
市場経済化がどんどんと進められている。
　中国はこうして国力をつけるにつれて，アメリ
カ合衆国をはじめとするアメリカ大陸諸国との経
済関係をうまくつくりあげていくことができるよ
うになる。そうなれば，ヨーロッパ，西部ロシア，
中央アジア諸国，南西アジアに対しての中国の競
争力は確実なものとなる。東（東南をふくむ）ア
ジアにおける中国の地位がいまとは較べものにな
らない高さに達することは当然であろう。中国は
安全保障理事会の一貝であるが，そうなったとき，
その一員にふさわしい経済力と軍事力を保持する
ことになる。
　その広大な中国の経済発展には地域的不均衡は
さけられない。そして，中国の北東部は経済的に
立ちおくれている地域のひとつではある。中国の
なかで立ちおくれている地域はいくらでもある。
むしろ先行して発展の軌道に乗っている地域は限
定されている。いずれはそうした地域にも発展の
波がおしおよぶであろうが，いまは沿海地域の発
展の波が内陸部の都市地区のいくつかへおよびは
じめている段階である。
　したがって，もし日本や韓国などが，そうした
遅れているというか，未だ発展のはずみをつけて
いないというか，ともかく旧来の経済水準・状況
からの浮上に関心を持ってくれるとしたら，中国
としては歓迎すべきことである。環日本海経済圏
の構想が日本からうちあげられたことは，中国に
とってタイムリーなものであった。これによって
少なくとも中国の北東部の三つの省の経済発展に
日本や韓国の経済協力を期待することができるか
らである。
　中国側は「環口本海」経済圏を使わずに，「北東
アジア」経済圏という言葉をつかっている。それ
は中国側が日本の提唱している環日本海経済圏構
想をどのようにうけとっているか，そして，中国
側はこの構想を中国の国際政策の視野のなかでど
のように位置づけているかを示している。おそら
く，これからもこの用語の食い違いはつづくこと
であろう。
　これに対して，ロシア側はとくにロシア仕立て
の用語を用いることなく，環日本海経済圏といっ
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用語をそのままうけ入れて用いている。ロシアに
とって，日本海はロシア領土の極東部がつきあた
る海の名前である。それは太平洋につながってい
る。そして，その先にはアメリカがある。アメリ
カは西に太平洋を進んで東アジアに達している。
したがって，ロシアにとってはロシアはアジア太
平洋地域に属する国である。たとえ遠く西から東
へむかって進んできたとしても，いまはその領土
は広く太平洋に面している。日本海はいわばその
直接に接する海である。
　環日本海経済圏の構想にのることには，直接的
には，ロシア極東部の経済開発に日本などの東ア
ジア諸国からの協力をとりつけることができると
いう利点がある。しかし，それだけではない。極
東ロシアの経済が発展することになればよいが，
もし停滞と混乱をつづけるならば，ロシアがアジ
ア太平洋経済圏の一貝としてそこに加わることは
苦しい選択となる。もし，他の東アジア諸国の経
済がめざましく発展し，極東ロシアがいつまでも
貧しい地域として存在していくならば，それはロ
シアがアジア太平洋地域の経済発展の利益をうる
ことができない，ということを意味するからであ
る。
　それ以上に問題なのは，アジア太平洋地域につ
いてのロシアの発言力である。その発言力が強化
されることもなく，軍事的領域以外においてその
影響力をもつことはないとなれば，それはロシア
にとってもっとも望ましくないことである。現在，
ロシアでは中央政府の影響力がよわまり，極東の
各地域，州，自治共和国などの政府の政策決定力
はふえていることは先に述べたとおりである。そ
れらの地方政府は環日本海経済圏の形成には積極
的であり，とくに日本との経済交流と，そこから
期待される生産設備や生産能力の増大に大きい期
待をもっている。その意味ではその顔はなんとい
っても日本へむいている。
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　現時点において，環日本海経済圏がらみでの中
国のこの北東部の開発の目玉のひとつは，中国の
吉林省の図f門江開発計画である。この計画に登場
している川は北朝鮮と中国の国境となっている川
であるが，その流れは西から北東へむき，やがて
東南へ方向をかえて，日本海へとそそぐ。その河
口付近は湿地のデルタ地帯となっており，そこは
北朝鮮とロシアの国境となっている。中国領はそ
のデルタ地帯へはいる以前の地点でとまってい
る。つまり，その地点で，ロシア領となり，川は
北朝鮮とロシアの国境となっているのである。中
国領のもっとも端の町が防州とよばれる。ここか
ら川を上流にさかのぼると，この地域における大
都市の琿春がある。中国領はこの都市から細長い
三角形のような地形の先端へむけて先細りになっ
て防川の町へいたる。そこから先にいたったとこ
ろでひょろっと長い三角形の先端に到着し，そこ
で中国領は消え，そこから先は北朝鮮とロシアだ
けの領域となるデルタ地帯へとつながる。
　図椚江開発計画ということのなかには，このデ
ルタ地帯の入り乱れた河川を整備し，ある程度の
大きい船が川をさかのぼり，防川にいたることが
できるようにする計画も入っている。これは，防
川が充実した国際的な港となるということであ
る。
　もちろん，そればかりではない。それと併行し
てもう二つの計画も計画の図表の上にのってい
る。ひとつはロシアのザルビンという港町までの
輸送建設である。もうひとつは北朝鮮の羅津とい
う港町への結びつきである。いずれの場合も，鉄
道を琿春から海岸を通る鉄道へつなぐための新し
い鉄道の建設が必要である。
　この三つの計画はそれなりに意味のあるもので
あるが，中国領の防川の町を貿易港として国際貿
易のための船舶をさかのぼらせる計画にはかなり
の無理があるという。まさに夢以外のものではな
さそうである。むしろあとの二つの計画の方が現
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実的であるが，この地帯がどこまで国際貿易の拡
大の基盤をもつかは不明である。
　国連の開発プログラムのチームによる評価によ
ると，それなりの機能を果たせるようになるには
300億ドルほどの資金が必要になるという。それ
ほどの巨額の資金を負担するのはどこなのか。図
椚江開発計画それ自体がそれに値する計画なの
か，となると，疑問がでてくる。
　もしその計画がすでに商業べ一スにのるほどに
魅力的なものであるならば，民間べ一スでの進展
がみられているはずである。それがまったくない
のが現状である。経済活動が活発となり，どうし
ても防川港の建設が必要であるというわけではな
い。期待はむしろ逆である。防川港が建設され，
琿春が日本海への途を直接にもつことができるな
らば，経済活動の活発化をもたらすことができる
であろう。そういう期待とみられる。
　ロシアのサルビノ港への途はそのまま東へ延び
てウラジオストックへつながっている。そうなる
と，サルビノ港の開発に力を入れるよりはウラジ
オストックへ力をいれたいと思うのは自然である
ように思われる。しかし，北朝鮮の羅津港への途
がある。もしザルビン港への途がロシアにとって
とくに歓迎すべきことかどうか不明とするなら
ば，羅津港への途を選ぶこともできる。中国は防
川港計画をかかげながら，一方ではザルビン港へ
の途の可能性をとりあげ，他方では羅津港への途
の可能性をとりあげている。
　ここに中国の巧みな外交戦略がよみとれる，と
もいえるのである。中国はこうして環日本海経済
圏とのかかわりをみずから提唱する北東アジア経
済圏と結びつけ，資金と技術を中国へ導き入れよ
うとしている。もし環日本海経済圏がうまくいく
ならば，経済格差の存在によって，その経済圏が
地域開発援助機構としての機能を実質的に果たす
ことになる。
　中国全体の経済発展ははずみをっけており，ア
ジア太平洋地域経済圏の有力な一員となりつつあ
る。その可能性からみれば，将来においてはその
経済圏の重鎮としての機能を果たし，キーカント
リーとなるはずである。環日本海経済圏への参加
は，安全保障問題をふまえての北東アジア経済圏
のためのひとつの足がかり，というのが，おそら
く中国の立場なのであろう。
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　これと比較するならば，極東ロシアの経済的不
振はきわめて対照的である。それだけに環日本海
経済圏へのスタンスも，中国とは異なっている。
そこには，それへの参加によって得られるさまざ
まな経済的利益への期待がある。極東ロシアにと
っては，その利益は日本からの経済協力によって
得られるものであり，また，日本との貿易をはじ
めとする経済交流によって得られるものである。
　ロシアの中央政府における環日本海経済圏への
目と極東ロシアの中央政府におけるそれに対する
目との間には，おのつと異なったものがある。ウ
ラジオストックの市民にとっては，日本というの
は日本海の「対岸」にある国である。日本の町と
いうのは，その「対岸」にある港町である。それ
は新潟であり，富山である。
　しかし，モスクワにとっては日本というのは，
アジア太平洋地域における豊かな国であり，アメ
リカとともにロシア援助の重要な担当国であり，
安全保障の視点からも重視しなくてはならない国
である。先進国サミットや先進7ヵ国の蔵相会議
（G7）の構成メンバーである。そして，東京はそ
の日本の首都であり，そこはロシア支援にかかわ
りのある重要な機関が，またそのための意志決定
の中枢部が存在するところである。
　新潟の人びとにとっては，いわゆる「白人」と
いうのはロシア人である，という。新潟には国際
空港があるが，しかし，その空港へ着陸するのは
ロシアの「エアロフロート」である。しかもそれ
だけである。このエアロフロートの定期便はウラ
ジオストックの空港から午前中に飛びたち，午後
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には日本からの乗客をのせてウラジオストックへ
戻っていく。そんなに近い距離である。新潟の人
びともまた「対岸」という言葉を使う。このこと
は新潟とウラジオストックの関係をよく表現して
いる。
　稚内は日本最先端の町である。この町の人びと
にとってサハリンは「対岸」の島であり，ユージ
ンサハリンスクの町は「対岸」の町である。その
稚内にとっては，それこそ「白人」はロシア人で
ある。東京ははるかに遠い首都であるばかりか，
札幌さえユージンサハリスクよりも遠い町であ
る。
　歴史的にはそれこそ長いつきあいがあり，人び
とは海をこえてお互いに往来していた。こうした
関係があったということは，日本の日本海側の町
と極東ロシアの海岸の町の間には自然的に交流が
できており，人やさまざまな土地の産物の相互の
流れがつづいてきた，ということを示している。
　島根県の松江や鳥取県の境あたりまでの港町
で，すべてがこんな具合であるというのは言いす
ぎであるかもしれない。しかし，日本海に面した
日本の町は，多かれ少なかれ，上に述べたような
雰囲気をもっているとみてよいであろう。ただ，
日本海ぞいに西にむかって進むにしたがって，朝
鮮半島との交流が大きいウエイトを占めてくるの
は当然であろう。たとえば，松江の町からすれば，
ホーハン（浦項）やプサン（釜II」）の町はまさに
「対岸」の町である。それは北九州にいたれば，
それらの「対岸」の町は対馬海峡をはさんだ町で
ある。歴史的に長い昔から交流があったのは当然
である。
　このようにみてくると，環日本海経済圏につつ
みこまれる海岸領域というのは，歴史的にも長い
交流の記録をもっていることがわかる。そして，
それは，いまでいうところの貿易であり，資本取
引であり，労働力の移動であった。もちろん，文
化の流れもあった。遠い遠い昔の考古学的世界や
古代史の時代は脇の方へおくとして，日本海を渡
ってのさまざまな経済的・政治的・文化的交流は
これまでつづけられてきた。
　現在の環日本海経済圏の構想は，その意味から
すると，決して「無から有を生みだす」ものとは
いえないことがわかる。現代史の世界のなかで，
日本海は，「敵対の海」であったことは確実である。
その「敵対の海」の時期が100年間もつづいた。
すくなくとも国のレベルではそうであった。いま
改めて環日本海経済圏の構想を口にするときに，
その空白の100年間のあたえた影響というか，後
遺症というか，それは大きいことを思う。
　日本海をめぐる各地の間の交流をみるとき，現
状では北九州・下関地域の港はかなりの程度まで
朝鮮半島へ傾斜している。その港にみられる対外
経済取引の比重のもっとも高いのは韓国との取引
であり，ついで中国との取引となっている。いわ
ば対馬海峡が環日本海経済圏の西南端を画してい
る。
　そこから先は黄海経済圏あるいは東シナ海経済
圏となっている。そのため，北九州・下関地域は
環日本海経済圏の重要な構成地域であるが，そこ
の港町，都市は韓国とのつながり，交流がもっと
も大きい。それと同時に，中国の上海や青島など
との交流をとおして，黄海・東シナ海経済圏に包
含される地域となっている。そのことは，ロシア
との交流はかなりウエイトが低い，ということを
示している。
　北九州・下関地域については，環日本海経済圏
の視点からみるとき，朝鮮半島北部から極東ロシ
アへかけての地域との交流のウエイトが低い。そ
のため，それら「対岸」の地域との交流は，日本
の中国地方の北部，松江や境港から北海道の函
館・小樽をへて稚内にいたるまでの海岸都市に大
きくゆだねられていることがわかる。なかでも，
新潟から富山や金沢をへて舞鶴にいたる地域は中
心的役割を演じることになる。それは経済的意味
において自然の動きである。
　新潟はそのなかでも，もっとも積極的な動きを
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示しているといってよいであろう，その積極性は
とくにロシアにむけられている。その点では北九
州・下関の地域が韓国との交流に積極的であるの
と対照的である。日ロ沿岸市長会に加盟している
都市は境から以北の26の都市の市長であること
からもわかるように，ロシアとの（あるいはそれ
以前のソ連との）交流には，日本海沿岸の北の方
に属する地域がおも参加しているようである。
　1963年ごろから当時ソ連の極東部であったロ
シア沿岸都市との間で貿易がはじまっている。中
心は消費財であった。このころには日本は朝鮮半
島の二つの国とは国交が開かれていない状態であ
ったこともあって，「対岸」の国はロシアしかなか
った。もともと新潟はロシア（ソ連）人アレルギ
ーがなかったことから，この貿易はわずかなもの
であっても，将来の「日本海時代」の夢を画く始
まりともなったようである。
　日本海が脚光をあびることになったのは，1986
年7月に当時の最高権力者であったゴルバチョフ
がウラジオストックにおいて，ソ連もまた太平洋
国であるとするスピーチをおこなってからであ
る。突如としてソ連が太平洋へ目をむけたという
ので，アジア太平洋の諸国，とくに日本とアメリ
カに緊張とざわめきがおこった。おたがいに日本
海の「対岸」にある都市であった新潟とウラジオ
ストックは，急に注目をあびることになった。
　南太平洋におけるソ連の漁船の活動や，その寄
航をめぐってキリバス共和国（赤道直下の島しょ
国）との協定の締結などが，いささか過敏ともい
える反応を，日本やアメリカにひきおこした。キ
リバス共和国はその過敏な反応に応じないわけに
はいかなくなった。
　しかし，東西冷戦の消滅が明白になるにしたが
って，そうした過敏の反応が消える。そして新潟
をはじめとする沿岸都市は環日本海経済圏の夢を
画きはじめることになる。1988年になると，この
「環日本海経済圏」の名称が登場することになる。
「北洋漁業」の発祥の地でもあった新潟は積極的
にこの夢の現実化へむかって動きだすことになっ
た。
　極東ロシアと普通に用いられているが，これが
ロシアのどの部分を包含するかといえば，それは
つぎの7つの領域をさしている。すなわち，カム
チャッカマガダン，サハリン，沿海地方，ハバロ
フスク地方，アムール州，ヤクート・サハリン自
治共和国の七つの地域をさす，ということになっ
ている。人口は約800万人であり，その土地の広
さは日本の17倍である。その人口の大部分はロシ
ア人であることは，すでにふれたとおりである。
モンゴール共和国を入れる人と入れない人とある
が，もともと資源もすくないので，魅力にとぼし
い，といわれている。
　モスクワに大幅にしかも非常に多くの許認可権
限をにぎられており，しかも多くの資源がモスク
ワの方向へむけられてきたという認識をもってく
らしてきている。そのために，基本的には独立感
情が強い。ただ，人種的にことなった地域ではな
く，同じロシア人が圧倒的に多い。アジア系の人
口はごく僅かな比率をしめているだけである。
　この極東ロシアの都市に対して日本の日本海側
の都市や県はそれぞれに交流の拡大を考えてい
る。しかし，それらの都市や県は，そのことでと
くに協力することはない。むしろ，それぞれに競
争しあっている。そして，新潟はそのなかでも一
歩さきに進んでいるように見える。新潟とウラジ
オストックの間の航空路開設はそれを示してい
る。現在，ハバロフスクに通信設備の建設とそれ
を用いる企業についての計画が進行している。
　こうしたインフラストラクチュアの整備はこれ
らの地域への日本からの投資に対する環境の改善
に欠くことのできないことであろう。通信・運輸
をスムーズにするための基礎条件をととのえるこ
とが極東ロシアの経済的発展にとって欠くことの
できないものとなっている。
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　投資とはいっても，新潟をはじめとする日本海
沿岸の都市の企業には重厚な先端的な製造工業へ
の投資というよりは第3次産業への投資が主力と
なっている。ホテルやレストランや流通関係が具
体的にあげられている投資である。資源開発や重
厚な先端的な製造工業ということになると，これ
ら沿岸地域の各県にねをおろしている企業の手に
おえるものではなくなる。
　たとえば，ウラジオストックやハバロフスクの
国際空港の建設というのを考えてみればそのこと
はすぐにわかる。その仕事は沿岸地域の，いわゆ
る地場資本のできる範囲のことではない。空港建
設となれば，その仕事は大手の建設会社なしに完
成させられるようなものではない。それには国際
的な視野で建設工事の担当企業が決められるので
あろうから，当然のように日本の大手建設企業が
仕事を引きうけることになる，というわけではな
い。事実，すくなくともこの地の国際空港のひと
っは，韓国の大手企業によって建設されている。
大規模な通信ネットワークをつくるとなれば，や
はりそうしたことになるであろう。
　製造工業における企業といえば，それはすべて
いわゆる国営企業であるという点は，極東ロシア
についても同じことである。したがって，そこで
は，「元共産党員」であった幹部が経営にあたって
いる。行政官庁にしても地方政府にしてもすべて
そうである。共産党が消滅し，党員もいなくなっ
たが，しかし，そこにいる人たちは同じ人たちで
ある。「民営」の企業というのはすべて小規模の企
業である。これは行政機関をやめて企業家の途を
歩んだ人びとの手になるものである。それらの小
さい企業の多くは流通面の仕事をしている。人脈
を通じての情報を使って「有無相通じる」仕事に
よって収益をあげており，地域経済の流通にある
役割を演じている。
　日本海沿岸の日本の都市へやってきて，輸出・
輸入の両サイドの取引に活躍しているのは，主と
してこうした小規模企業である。日本海沿岸の日
本の都市から，「対岸」へ進出している企業は，毎
日その売上げ代金が手に入る領域，つまり「日銭」
の入る業種に限られているようである。その代表
がレストランである。
　こうした進出企業にとっての問題はルーブルの
交換1生がないことである。いくら「日銭」を稼ぐ
ことができるとしても，それがルーブルであるか
ら，日本へもってくることができない。しかも，
物価はどんどんと上昇している。インフレーショ
ンのもとでのルーブルによる収入は，できる限り
速やかにそれを使ってしまわなくてはならない。
日本へ輸出できるものを購入し，それを日本へ送
ることである。こうして，カニなどの水産物や地
場の雑貨などが日本へむけて送られることにな
る。
　これはいわば物と物との交換，バーター取引で
ある。こういうことであると，利益があがっても，
投資することのメリットはかなり割引されてしま
う。魅力はかなりへってしまうことになる。こう
した流通・サービス領域での投資となると，どこ
に立地するかによって収益がどのぐらいあがるか
が決まってしまうところがある。立地条件に収益
が大幅に依存するような投資ということになる
と，場所の選択は大きい問題である。レストラン
やホテルへ投資するときに，その場所を自由に選
べるかどうかは，投資そのものの価値にかかわっ
てくる。もし自由に選べないとなることは厄介で
ある。
　ところが，まさにロシアではその厄介なことが
現実なのである。通常は合併企業の形態をとるの
が直接投資の一般的なあり方であるが，その合併
企業として設立されるレストランをどこに開くか
は市当局が決める。そうなると，それだけでその
事業が失敗におわることもおこってくる。事実，
そうした例がウラジオストックやハバロフスクな
どにみられるという。
　さらにレストランやホテルの場合にはこまごま
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としたものや備品や材料などがきちんと入手され
なくてはならない。ところがそれが充分に入手で
きない。というよりは，入手が困難であることが
しばしばである。これもまた，事業の継続にとっ
ての障害ということになる。その意味においては，
ロシアの投資にはどうもそれをやりにくくする要
因が多すぎる。
　この点は中国とは大いに異なっている。中国の
場合には，新潟などの沿岸都市の企業などが進出
するにあたっても，また貿易するにあたっても，
比較的にやりやすいと評価されている。日本サイ
ドからみて，中国はロシアにくらべて近代化（？）
されている。企業の立場からみて，商取引がわか
りやすいルールのもとでおこなわれているのであ
る。
　また，中国の場合には，各省ごとにきわめて「独
立」した行動をとるようになっており，それぞれ
の省の間で競争しあっている。外国からの投資を
競争しあうことになると，進出を計画している企
業には魅力的である。誘致のための減税措置や土
地提供などさまざまな便宜を供与しあうことにな
るからである。
　これに対して，ロシアの場合には，そうした地
域間の「競争」などおよそない。地域間にあるも
のは「対立」である。「対立」ということになると，
あまり生産的なものはでてこないとしても不思議
はない。足の引っ張り合いということにならざる
をえない。
　それに加えて，ロシアには共産革命以来のひと
つの固定観念がある。それはサービス産業に対す
る軽べつである。サービス産業というのはなにひ
とつモノを生産せず，そのモノをあちこち動かし
て収益を得ようとする「イカガワシイ」産業であ
り，それに従事している人びとというのは「イカ
ガワシイ」人物たちである。　　という感情が根
強い。もしかしたら，帝政ロシア時代でも同じく
似たような感情を人びとが持っていたのかもしれ
ない。
　したがって，第3次産業における力のある人び
とというのは，いわば「マフィア」なのである。
有能なブローカーや効率的な人材派遣業をやる人
間はまさに「マフィア」そのものということにな
ってしまう。モスクワなどのヨーロッパロシアに
おいて暗躍している抜目のない「マフィア」は極
東ロシアにもはびこっているという。本当かどう
かわからない。かなりひどい「マフィア」なるも
のもいるのであろうが，しかし，まともに第3次
産業で有意義な（経済のメカニズムの視点絡み手
のことであるが）仕事をしている「マフィア」，小
さい若き経営者あるいは小企業主が数多くいるこ
ともたしかなことであろう。
　しかし，そうした感情が根強くのこっていると
ころでは，とても外国からの「日銭」を稼ぐ企業
はやりにくい。政治的にも経済的にも不安定なロ
シアにおいて，投資をおこなっていこうというの
である。そこへ進出できるのは「日銭」を稼ぐこ
とのできる産業領域でしかありえない。投下した
資本についての安全性が低いばかりでなく，その
回収もおぼつかないことになりかねない状態，つ
まり投資にとって問題の多い環境なのである。
　極東ロシアでは信用取引はやりにくい。たとえ
ば，バイキング・システムがととのっていないこ
ともあって，小切手をつかうことができないし，
カードをつかうこともできない。手形の利用もま
まならないという状態なのである。こうなると，
極東ロシアがどれほど潜在的には有望であって
も，それほど直接投資の流れが太くなっていくこ
とは難しい。
　むしろ，中国の方がロシアよりは外国の資金を
引きつけるだけの魅力をもつことになる。そうは
いっても北東の三つの省（黒竜江省，吉林省，遼
寧省）のもつ魅力は，中国の黄海から東シナ海を
へて南シア海にいたる沿岸部の各省に比較した
ら，それははるかに小さい。それでも，新潟をは
じめ，日本の日本海沿岸の都市はハルビンなど中
国のいくつかの都市と姉妹都市となり，交流をふ
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　これまでの考察からあきらかになったことをあ
げるとつぎのようになる。
　第1は環日本海経済圏においてはなかなか急速
な経済活動の集積はできにくいのではないだろう
か，ということである。極東ロシアは経済的には
いまだ市場経済への移行期にある。それが経済に
混沌たる姿をもたらしている。人びとが直接投資
をどんどんうけ入れ，生産活動をサービス生産に
おいても，工業品の生産においても，活発になっ
ていくための潜在的条件はともかく，現実的条件
がいまだ不十分にしかととのっていない。
　第2に，それは単に外国から資金協力や技術協
力だけで解決できる問題ではない。それは多分に
そこにすむロシア人のものの考え方の問題でもあ
り，制度的なあるいは法的な整備の問題でもある。
　第3に中国は北東アジア経済圏としてこの問題
に若干の関心を示しているが，中国の中央政府は
この環日本海経済圏の構想よりも，黄海・東シナ
海経済圏や華南経済圏に，より多くの強い関心を
しめしている。それでも図鋼江開発にみられるよ
うに，北東アジアにおいて日本からの資金協力と
技術協力を期待できることは歓迎すべきこととし
ている。
　第4に中国とロシアは，それぞれ東アジアとの
結びつきの強化に強い関心をもっているが，日本
の場合には日本海沿岸ぞいの県と都市という地域
行政単位での関心，それらの地域の地場産業の関
心というレベルの関心である。そして，日本の産
業の本腰を入れての経済圏形成のための努力とい
う点からみるとき，それはいささか不足気味のよ
うに思われる。それは日本の産業全体からみると
きの関心が広くグローバルなことの反影である。
　第5に，北朝鮮がこの構想のなかで現実的に意
味のある参加の役割を演じるには，あまりにも大
きい問題がある。核開発の問題ばかりではない。
その国際社会における行動の仕方は，一般的な国
際経済における取引に不安と懸念を感じさせてい
る。韓国との間の相互不信と敵対的な雰囲気がみ
なぎっていて，とても経済圏へ参加できる状態に
はない。
　第6に，韓国については，環日本海経済圏にも
環東シナ海経済圏のいずれの構想にも積極的であ
る。いずれも韓国の企業に利益のチャンスを拡大
してくれるからである。
　第7に，そうした状況にあるにもかかわらず，
日本海側の諸都市と極東ロシア側や中国側の諸都
市の間の貿易その他の交流はしだいに大きくなっ
ていく。また，シベリア開発や北東中国への投資
は徐々に増えていく。韓国との間の経済交流はす
でに大きくなっているが，韓国企業は中国や極東
ロシアとの取引をしだいに拡大していく。こうし
た積み重ねのうちに，やがてひとつの実体のある
経済圏が成長し，アジア太平洋経済圏の拡大の一
部を形成していくことになるであろう。
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